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1. 総則 

1.1. 計画の目的 

大規模地震時においては、流出した家屋や倒壊した構造物等のがれき、放置された車両

の散乱に伴い、円滑な救援・救出活動が阻害される可能性がある。 

東日本大震災では、震災直後から速やかに展開された「くしの歯作戦」による道路啓開

により、緊急輸送体制の早期確立に高い効果があったといわれている。 

また、令和 6 年能登半島地震では、半島部の地形的要因により孤立集落へのアクセス道

路が寸断される中、関係機関（自衛隊等）と連携した道路啓開の実施体制が必要とされた。 

大分県の道路への被害や津波浸水が想定される大規模地震として、南海トラフの巨大地

震や中央構造線断層帯による地震、周防灘断層群主部による地震が想定されている。そこ

で、「大分県道路啓開計画」（以下「本計画」という。）を策定する目的として以下の２点

を掲げる。 

 大規模地震が発生した際に、救援・救出活動を支える緊急輸送体制を早期に確保す

るための「道路啓開」を行うにあたり、事前に整理しておくべき事項を定め、関係

機関で認識・共有すること。 

 「啓開路線の選定」、「道路啓開の実施体制」、「道路啓開の実施方法」に関して、各

道路管理者において道路啓開体制を構築する際の指針となる考え方を示すこと。 

【災害対応における「道路啓開」の位置づけ】 

○災害対応のフェーズを、①発災直後～、②津波警報解除～、③発災 3 日後～、④発災

1 週間後～ と区分する。（参考：南海トラフ地震対策地域啓開計画策定ガイドライ

ン（案）、四国南海トラフ地震対策戦略会議） 

※フェーズ③の考え方→人命救助およびこのための活動を支援するためには、発災

後 72 時間（3 日）が極めて重要な時間帯となるといわれ

ている。（参考：中央防災会議報告等） 

※フェーズ④の考え方→東日本大震災の発災後 1 週間で、太平洋沿岸の啓開路線の

約 97%の啓開が完了した。（参考：道路の「啓開」が早い

理由について、東北地方整備局） 

 

図 1-1 災害対応活動の推移 イメージ 

災害発生 

フェーズ① 
【発災直後～】 

フェーズ② 
【津波警報解除～】 

フェーズ③ 
【3日後～】 

初動対応 

人命救助 
応急復旧等 

人的資源の 

投入量 

啓開準備 

時間 

経過 

フェーズ④ 
【1週間後～】 

初動対応：参集や安否確認、体制確保等 

人命救助：救急や救助に係る活動 

活動内容イメージ 

斜 面 崩 壊 や
橋 梁 の 流 失
等、道路啓開
に 長 期 間 を
要する被害も
想定される 

道路啓開：緊急車両のみでも通れるように救援ルートを開けること 

応急復旧：工事を行い、一般車両も含めて通行できるようにすること 

道路啓開 
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1.2. 計画の位置づけ 

本計画は「大分県地域防災計画」等を上位計画とし、「大分県緊急輸送道路ネットワー

ク計画」、「大分県地震津波被害想定調査」「大分県広域受援計画」等の結果を考慮したも

のとする。 

また「国土交通省南海トラフ巨大地震対策 九州ブロック地域対策計画【第 1 版】」「九

州道路啓開計画【第 2 版】」等の他の関係機関（道路管理者等）による災害対応計画の考

え方を考慮したものとする。 

 

図 1-2 「大分県道路啓開計画」の位置づけ 
 
 

大分県地域防災計画 

 令和 6 年 9 月修正版 

大分県地震津波

被害想定調査 

平成 31年公表版 

大分県緊急輸送道路

ネットワーク計画 

令和 5 年度改訂版 

国土交通省南海トラフ巨大地震対策 九州ブロック地域対策計画 

 平成 26 年 4 月 【第 1 版】 

大大分分県県道道路路啓啓開開計計画画  

 

上
位
計
画 

結果を

考慮 

考え方

を考慮 

関係者間での認識の共有 

各道路管理者での道路啓開体制の具体的な検討・構築 

迅速な道路啓開の実現 

緊急輸送体制の確保 

大分河川国道事務所および佐伯河川国道事務所 

津波対応のマニュアル等 

大分県における地域防災計画を受けた既往の調査および計画 

他の関係機関（道路管理者等）の災害対応計画（例） 

 

」 

計画の活用場面 

○平常時 

○災害時 

九州道路啓開計画 

 令和 6 年 12 月 【第 2 版】 

 
大分県広域受援計画 

平成 31 年修正 

大分県地域強靱化計画 

 令和 7 年 3 月改定 
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2. 道路啓開に係る基本条件 

2.1. 緊急輸送道路ネットワーク 

本県では、災害時に救助・救急・医療・消火活動を迅速に行い、避難者に緊急物資を輸

送するための交通を確保する上で重要な道路ネットワークを確保できるよう、「大分県緊

急輸送道路ネットワーク計画」を策定している。同計画は、令和 5 年度に更新されている。 

 緊急輸送活動 

同計画では、災害復旧の段階に応じて、以下の対応を行うものとしている。 

【第１段階（初動、救助）】 

・ 救助、救急、医療、医薬品等の人命救助に要する人員、物資 

・ 消防、水防活動等の災害の拡大防止のための人員、物資 

・ 政府および地方公共団体災害対策要員、情報通信、電力、ガス、水道保安要員

等の初動の応急対策に必要な人員、物資 

・ 後方医療機関へ搬送する負傷者等 

・ 緊急輸送施設や拠点の応急復旧、交通規制等に必要な人員、物資 

【第２段階（生命活動の維持・確保）】 

・ 第１段階の続行 

・ 食料、水等の生命の維持に必要な物資 

・ 傷病者および被災者の被災地外への輸送 

・ 輸送施設の応急復旧に必要な人員、物資 

【第３段階（復旧・復興へ）】 

・ 第２段階の続行 

・ 災害復旧に必要な人員、物資 

・ 生活必需品 

資料：大分県緊急輸送道路ネットワーク計画（令和 5年度改訂版） 

 ネットワーク選定基準 

同計画では、緊急輸送道路のネットワークを形成する上での考え方を下記の通り定

義づけている。 

 

資料：大分県緊急輸送道路ネットワーク計画（令和 5年度改訂版）
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 ネットワーク区分 

1 次及び 2 次ネットワークの区分は、以下の通り定義されている。 

 

【１次ネットワーク】 

１）大分県と九州主要都市とを連絡する路線 

（九州主要都市：福岡市、北九州市、熊本市、宮崎市等）  

２）大分県と他県の主要都市とを連絡する路線 

（他県の主要都市：久留米市、行橋市、朝倉市、阿蘇市等） 

３）県都と地方生活圏中心都市とを連絡する路線  

（地方生活圏中心都市：大分市、別府市、中津市、宇佐市、佐伯市、日田

市、国東市と竹田市の二次生活圏中心都市まで）  

４）隣接する地方生活圏中心都市間を連絡する路線 

５）大分空港へアクセスする路線 

６）重要港湾へアクセスする路線 

（重要港湾：大分港、別府港、津久見港、佐伯港、中津港） 

７）高速道路ＩＣへアクセスする路線 

（九州横断自動車道、東九州自動車道等の各ＩＣ） 

８）多重化・代替性を考慮する路線 

９）関連計画における路線 

○九州・山口９県武力攻撃災害等時相互応援協定の応援項目に定められた

緊急輸送路 

○九州管区警察局の緊急通行確保のための路線 

 

【２次ネットワーク】 

１）県庁、地方生活圏中心の庁舎とその他市町村庁舎等とを連絡する路線 

（地方生活圏中心都市を除く６市３町１村と、その他４０の旧市町村役場

（現在の振興局など）） 

２）他県との調整で選定した路線 

（H8指定時に県道豊前万田線を選定） 

３）多重化・代替性を考慮する路線 

 

資料：大分県緊急輸送道路ネットワーク計画（令和 5年度改訂版） 
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2.2. 防災拠点 

「大分県緊急輸送道路ネットワーク計画（令和 5 年度改訂版）」では、災害時に救助・

救急・医療・消火活動等の拠点となる施設を、大分県地域防災計画において位置付けられ

ている防災拠点等を考慮しつつ選定している。同計画（令和 5 年度改訂版）では、表 2-1 

の通り防災拠点を位置付けている。 

表 2-1 「大分県緊急輸送道路ネットワーク計画」における防災拠点の設定（1/2） 

  

資料：大分県緊急輸送道路ネットワーク計画（令和 5年度改訂版）を基に作成 

県庁舎

1 1 1 1 1

道路管理者事務所 土木事務所

12 12 12 12 12

役場庁舎

8 8 8 8 8

各局 水道局

2 2 2 2 2

市町村役場支所の所在地 役場庁舎

50 50 10 10 10

県地方振興局 災害地区本部

12 6 6 6 6

市町村振興局・支所

－ － 48 48 48

各事務所 河川国道事務所

2 2 2 2 2

海運事務局

2 － － － －

整備事務所

1 1 1 1 1

空港事務所

1 1 1 1 1

運輸支局

1 1 1 1 1

海上保安部

3 3 3 3 3

気象台

1 1 1 1 1

日本郵便(株) 普通郵便局

7 8 － － －

地方農政局

1 1 1 1 1

森林管理署

4 2 2 2 2

県警本部他

4 5 6 6 6

警察署

19 17 16 16 15

消防 消防署

19 18 21 21 19

工事事務所

2 2 1 1 1

高速道路事務所

2 1 1 1 1

県道路公社

1 1 － － －

高速道路事務所

5 3 － － －

九州電力㈱ 支店

九州電力送配電㈱ 支社
1

-

1

-

1

-

1

-

1

1

営業所

配電事業所
25
-

6
-

6
-

6
-

6
6

ＮＴＴ西日本支店

5 1 1 1 1

営業所

10 － － － －

ガス 都市ガス本社／

支社 2 2 2 2 2

鉄道関係管理者の所在地 ＪＲ九州 支社

1 1 1 1 1

H29

設定

拠点数

　拠点となる施設の位置

施　　設

地方公共団体 県庁等の所在地

指定公共機関／

指定地方公共機関

電力

電話

西日本高速道路(株)の

所在地

西日本高速道路㈱

道路公社

拠点種類
R5

設定

拠点数

電気、電話、ガス等

ライフライン管理者の

所在地

地方生活圏中心都市の

役場等の所在地

運輸局関係庁舎の所在地

（港湾、空港、運輸、

　　　　海上保安部等）

その他庁舎の所在地

（農林水産省、

　　警察、消防等）

H8

設定

拠点数

H18

設定

拠点数

H26

設定

拠点数

警察

各事務所

農林水産省

都道府県市区町村支庁等の

所在地

港湾空港事務所
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表 2-1 「大分県緊急輸送道路ネットワーク計画」における防災拠点の設定（2/2） 

 

資料：大分県緊急輸送道路ネットワーク計画（令和 5年度改訂版）を基に作成 

ＮＨＫ

1 1 1 1 1
テレビ局

6 5 5 5 5
ラジオ局

1 1 1 1 1
日本赤十字社

1 1 1 1 1
日本郵便(株)

－ － 11 11 11
運輸

1 1 1 1 1
陸上自衛隊

3 4 5 5 3
海上自衛隊

1 1 1 1 1
自衛隊機関

1 1 1 1 1
空港 第１／２／３種空港

1 2 2 2 2
ヘリポート ヘリポート

4 6 3 3 3
重要

4 5 5 5 5
地方

8 6 6 6 6
第３／４種漁港

2 2 2 2 2
中心都市駅広場

7 7 7 7 7
市場

2 2 2 2 2
トラックターミナル

1 1 1 1 1
広域防災拠点（備蓄基地） 医療、生活必需品

3 8 16 16 18
ＩＣ、ＳＡ、ＰＡ、ＳＩＣ

12 24 44 44 48
道の駅

3 20 23 23 25
市町村物資拠点

－ － 2 2 2
市町村活動拠点

－ － 16 16 15
国立病院（大学病院）

3 1 － － －
県立病院

1 2 － － －
その他総合病院

27 35 － － －

－ － 54 54 62

13 14 12 12 12
広域避難地 広域避難地 広域防災拠点

1 1 － － －
広域防災拠点 大分県広域防災拠点 大分県広域防災拠点

－ － 1 1 1

298 301 377 377 381

H29
設定
拠点数

H8
設定
拠点数

H18
設定
拠点数

H26
設定
拠点数

　拠点となる施設の位置

施　　設

救援物資等の備蓄
拠点又は集積拠点

指定公共機関／
指定地方公共機関

鉄道駅前広場等物流拠点
（市場、ﾄﾗｯｸﾀｰﾐﾅﾙ等）

道路空間を活用した
防災拠点（ＩＣ、道の駅）

港湾、漁港 重要／地方

その他所在地

自衛隊 自衛隊駐屯地等庁舎の
所在地

放送局の所在地

合　　　計

災害医療拠点 災害拠点病院・
救急医療機関等

災害拠点・三次救急・
二次救急・救急告示病院

保健所
（保健部及び地域福祉室を含む）

拠点種類
R5
設定
拠点数
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3. 地震被害の想定 

本計画では、東北地方太平洋沖地震を踏まえ、津波を発生させる可能性のある、南海ト

ラフの巨大地震、及び大分県特有の活断層型地震（中央構造線断層帯、周防灘断層群主部）

を想定地震とし、それらの地震に伴う被害に対応することを想定している。 

「大分県地震津波被害想定調査報告書」（平成 31 年公表版）において、それらの地震の

被害想定調査を実施している。本章では、それらの地震の被害想定結果を整理する。 

 

3.1. 想定地震 

3.1.1. 前提条件 

本計画では、東北地方太平洋沖地震を踏まえて、津波を発生させる可能性のある、南海

トラフの巨大地震、及び大分県特有の活断層型地震（中央構造線断層帯、周防灘断層群主

部）を想定地震とした。条件設定は、「大分県地震津波被害想定調査報告書」（平成 31 年

公表版）に基づく。 

なお、「大分県地震津波被害想定調査報告書」（平成31 年公表版）に掲載されている「日

出生断層帯による地震」「万年山－崩平山断層帯による地震」「プレート内地震」も参考と

して示す。 

 

表 3-1 想定地震一覧 

想定地震 Mw タイプ 

南海トラフの巨大地震 9.0(9.1) 海溝型 

中央構造線断層帯による地震 7.9(7.5) 活断層 

周防灘断層群主部による地震 7.0(7.2) 活断層 

（参考）日出生断層帯による地震 6.9 活断層 

（参考）万年山－崩平山断層帯による地震 6.8 活断層 

（参考）プレート内地震 7.4 海溝型 

 ※ Mw 欄の（ ）は津波波源での値 
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3.1.2. 震度分布 

 

 

図 3-1 南海トラフの巨大地震による震度分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2 中央構造線断層帯による地震時の震度分布 
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図 3-3 周防灘断層群主部による地震時の震度分布 

 

 

 

 
 

図 3-4 （参考）日出生断層帯による地震時の震度分布 
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図 3-5 （参考）万年山－崩平山断層帯による地震時の震度分布 

 

 

 

 
 

図 3-6 （参考）プレート内地震による震度分布 
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3.2. 津波浸水被害想定 

3.2.1. 概要 

本県において被害が想定される以下の３つの震源・波源域に関する津波浸水予測を行っ

ている。 

 

① 南海トラフの巨大地震 

② 中央構造線断層帯による地震 

③ 周防灘断層群主部による地震 

 

3.2.2. 条件設定 

被害想定調査では、下記の波源断層を想定して津波浸水予測を行っている（図 3-7）。 

① 南海トラフの巨大地震 

② 中央構造線断層帯による地震 

③ 周防灘断層群主部による地震 
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図 3-7 波源断層位置 

 

なお、今回想定した３パターンの地震ではそれぞれ津波による浸水範囲が異なるため、

最大の浸水被害想定を一目で確認できるよう、参考までに３パターンの地震を重ね合わせ

た津波浸水想定図を作成した。 

 

 

① 南海トラフの巨大地震 

② 中央構造線断層帯による地震 

③ 周防灘断層群主部による地震 
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3.2.3. 浸水想定範囲 

 

図 3-8 津波浸水想定図（南海トラフの巨大地震） 

 

 

図 3-9 津波浸水想定図（中央構造線断層帯による地震） 

津波浸水想定範囲 

（南海トラフの巨大地震） 

津波浸水想定範囲 

（中央構造線断層帯による地震） 
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図 3-10  津波浸水想定図（周防灘断層群主部による地震） 

 

図 3-11 津波浸水想定図（３パターンの地震重ね合わせ） 

津波浸水想定範囲 

（周防灘断層群主部による地震） 

津波浸水想定範囲 

（3 地震最大） 
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4. 道路啓開の基本方針 

4.1. 道路啓開の基本的な考え方 

既往文献および東日本大震災以降の国土交通省の資料において、「道路啓開」の考え方

について、以下のように示されている。 

 

【道路震災対策便覧（震災危機管理編）平成 22 年 10 月 財団法人日本道路協会】 

道路啓開とは、道路損傷、道路上の崩土、倒壊物、放置車両等の交通障害物により通

行不能となった道路について、応急復旧※や障害物除去等により通行可能にすること。 

【道路の「啓開」が早い理由について、東北地方整備局】 

１車線で、緊急車両のみでもとにかく通れるように(迂回路も含め）、がれきを処理し、

簡易な段差修正などにより救援ルートを開けること 

※ここでの応急復旧とは簡易な段差の修正等を指すと考える 

 

また、災害対応のフェーズにおいては、下図に示すとおり、災害発生からスムーズな応

急復旧を実行するために必要な活動である。 

 

  

出典：（左）道路震災対策便覧（震災危機管理編）平成 22 年 10 月 社団法人日本道路協会 

（右）日本橋梁建設協会セミナー 四国地方整備局資料 平成 24 年 7 月より作成 

図 4-1 道路啓開作業イメージ 
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4.2. 道路啓開の定義 

本計画において、道路啓開の定義を以下の通りとする。 

 

 緊急車両のみでも通行できるように、がれきや放置車両等の処理、路面の段差修

正などにより、救命・救援ルートを（迂回路を含めて）開けること。 

 基本的には２車線確保とするが、やむを得ない場合には１車線とし、適当な場所

（見通しがつく地点等）に離合箇所を設けるものとする。 

 

 

表 4-1 道路啓開の対応方法イメージ 

被災状況 

・建物等の倒壊 

・道路の損傷 
・車両の放置  等 

 

 

 

 

 
  

対応手法（案） 

手法Ａ：道路沿道への押し

退け 

 

 

 

 
 

 
 

手法Ｂ：閉塞箇所の近接空
間への押し退け 

 

 

 

 

 
 

 

手法Ｃ：ガレキ置き場への

撤去・移動 

 
 

 

 

 

  

ブロック塀倒壊

放置車両

沿道建物・電柱倒壊

放置車両

押し退け

押し退け

緊急車両

押し退け

押し退け

緊急車両

撤去・移動

撤去・移動

撤去・移動

緊急車両
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第５章 道路啓開の体制 
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5. 道路啓開の体制 

5.1. 道路啓開に関する関係機関の連携体制 

道路啓開にあたり、県の災害対策本部及び地区災害対策本部と、他の道路管理者、警察、

消防、自衛隊、電気事業者、電気通信事業者、建設業等の各種協会との連携体制を構築す

る。関係機関どうしの連携体制を表した連携図を図 5-1 に示す。 

 

 

図 5-1 道路啓開に係る関係機関の連携図 

 

 

 

被災者の救助・救護 

消防機関 

 

 

ライフライン被害の対応・復旧 

電気通信事業者 

 

 

 

 

 

 

 

 

管理路線に対する道路啓開の

方針決定と実施 

延岡河川国道事務所 

西日本高速道路株式会社 

市町村道路管理者 

佐伯河川国道事務所 

情報共有 

協力 

災害対策本部 

地区災害対策本部 

 

道路啓開の実施 

社会基盤対策班※3 

 

災害対策の指揮 

総合的な被災状況把握 

総合調整室※1 

 

道路啓開の方針決定 

道路啓開の体制把握 

社会基盤対策部※2 

指示 報告 

 

担当する災害

対応業務 

その他関係部 

連絡 

調整 

指示 
報告 

連携  

 

県民への被害状況等の広報 

報道機関 

 

救援支援 

自衛隊 派遣要請 

災害派遣 

大分県 

 

啓開業務支援 

大分県建設業協会等 

指示 
報告 

情報共有 

協力 

情報共有 

相互応援 

指示 

報告 

 

交通管理 

被災者の保護 

警察機関 

 

交通管理 

被災者の保護 

警察機関 

連絡 

調整 

連絡 

調整 

協
定 

電気事業者 

大分河川国道事務所 

 

救出救助 

海上保安部 
情報共有 

協力 

協定 

※1：通常時の防災対策企画課等に該当、※2：通常時の道路保全課等に該当、※3：通常時の土木事務所に該当 
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5.2. 活動ごとの連絡表の作成 

活動ごとに関連する機関と連携すべき内容を示した連絡表を作成・共有することで、実

際の活動時の迅速かつ効率的な連携を図るものとする。 

表 5-1 に、連絡表の様式を示す。関係機関で連絡手段と連絡方法を提供し合い、連絡

表を作成していくものとする。「チェック欄」を設け、災害対応時に、連絡が取れたかど

うかの確認ができる形式とする。 

 

表 5-1 活動ごとの関係機関連絡表イメージ 

 

 

機
関

･
施

設
名

活
動

時
の

部
署

電 話 番 号

回 線 の 種 類

電 話 番 号

回 線 の 種 類

電 話 番 号

回 線 の 種 類

電 話 番 号

回 線 の 種 類

（ １ ） 初 動 体 制

の 確 立

（ ２ ） 被 災 状 況

の 把 握

（ ３ ） 道 路 啓 開

方 針 の 決 定

（ ４ ） 道 路 啓 開

の 実 施

（ ５ ） 道 路 啓 開

状 況 の 把 握

（ ６ ） 応 急 復 旧

活 動 等

大
分

県

大
分

県
災

害
対

策
本

部
 総

合
調

整
室

（
大

分
県

防
災

セ
ン

タ
ー

内
）

○
○

○
レ

大
分

県
大

分
県

災
害

対
策

本
部

 社
会

基
盤

対
策

部
○

○
○

○
○

○
レ

大
分

県
大

分
県

災
害

対
策

本
部

・
・
・

○
○

○
○

レ

大
分

県
豊

後
高

田
土

木
事

務
所

○
○

○
○

○
レ

大
分

県
宇

佐
土

木
事

務
所

○
○

○
○

○

大
分

県
・
・
・
土

木
事

務
所

○
○

○
○

○

国
土

交
通

省
国

土
交

通
省

大
分

河
川

国
道

事
務

所
○

○
○

○
○

○
レ

国
土

交
通

省
国

土
交

通
省

佐
伯

河
川

国
道

事
務

所
○

○
○

○
○

○
レ

N
E
X

C
O

西
日

本
高

速
道

路
（
株

）
大

分
高

速
道

路
事

務
所

○
○

○
○

○
○

レ

市
町

村
大

分
市

役
所

○
○

○
レ

市
町

村
別

府
市

役
所

○
○

○

市
町

村
・
・
・

○
○

○
レチ ェ ッ ク 欄

優
先

連
絡

手
段

２
優

先
連

絡
手

段
３

活
動

内
容

カ
テ

ゴ
リ

ー

関
係

機
関

住
　

　
所

通
常

時
の

連
絡

手
段

優
先

連
絡

手
段

１

関
係
す
る
機
関
に
「
○
」
を
記
入

災
害
時
に
使
用
す
る
連
絡
先
と
回
線
の
種

類
を
記
載

優
先
的
に
使
用
す
る
回
線
を
３
つ
程
度
と

す
る
が
、
衛
星
電
話
、
災
害
防
災
無
線
を

有
す
る
場
合
は
、
必
ず
記
入
。

道
路
啓
開
に
関
連
す

る
災
害
活
動
に
あ
た

る
部
署
を
記
載
（
複
数

部
署
の
場
合
は
、
該

当
部
署
を
す
べ
て
記

載
）
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6. 啓開ルートの選定 

本章では、道路啓開の基本方針を踏まえた上で、啓開ルート選定の手順と結果を示す。

啓開ルートは発災後からの時系列に応じて、『救命』、『救援』、『復旧』の 3 段階のス

テップに区分され、段階的な道路啓開を実施することで、迅速かつ効率的な啓開作業の完

了を目指すものとする。 

 

6.1. 啓開ルートの選定基準 

6.1.1. 啓開の選定手順 

大分県における啓開ルートを選定するにあたっては、大分県緊急輸送道路を基本とし

て、県内の広域及び地域の防災拠点までを結ぶルートを選定した。また、南海トラフの

巨大地震、中央構造線断層帯による地震、周防灘断層群主部による地震での被害想定を

踏まえながら、被災後優先的に啓開作業を実施すべきルートを選定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-1 啓開ルートの選定手順 
 

なお選定した啓開ルートは、今後の他計画の策定状況を踏まえ、整合を図っていくも

のとする。 
 

 

大分県緊急輸送道路ネットワーク計画に位置付けられる防災拠点をもとに、道

路啓開作業を円滑に実施していく上で、特に重要と考えられる広域及び地域の拠

点を選定する。 

 

大分県内の緊急輸送道路をもとに、上記で選定した防災拠点までを結ぶルート

を選定する。各ルートは、拠点の重要度に応じて、道路啓開作業を実施する上で

の優先度を定義する。 

 

上記で選定したルートのうち、大規模地震発生時に大規模な津波被害が想定さ

れる区間については、即時の啓開作業が実施できない可能性があるため、該当す

るルート・区間を抽出する。ただし啓開ルートからの除外は行わない。 

【啓開ルートの選定】 
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6.1.2. 啓開対象となる防災拠点の選定 

啓開対象とする防災拠点は、基本的には大分県の緊急輸送道路が接続する防災拠点を

選定するが、災害復旧に係る重要拠点（燃料供給施設、広域の活動拠点等）については

適宜追加することとした。 

また、大規模災害時においては第一に、広域的な応援・物資の受入れが必須であるこ

とから、各拠点を「広域の防災拠点」と「地域の防災拠点」として分類し、『救命』、『救

援』、『復旧』の 3 段階のステップに応じて、必要な拠点を選定した。（別表：防災拠点一

覧表） 

 

【広域の防災拠点】

大規模地震発生後、県外からの応援部隊・物資を受け入れ、道路
啓開実施の基盤となる重要拠点
≪拠点≫ ステップⅠ：『救命』
・災害対策本部
・広域防災拠点（大分スポーツ公園）
・主要空港、主要港湾
・TEC-FORCE進出拠点（道の駅）

【地域の防災拠点】

参集した応援部隊、集積した救援物資を各地域へ効率的に輸送し
人命の保護と、迅速な道路啓開を実施するための必要拠点

≪拠点≫
ステップⅠ『救命』：
救命活動に係る拠点（公的機関、医療施設、交通拠点）
→地区災害対策本部（県土木事務所）／国土交通省関係庁舎／

市町村役場／警察署／消防署／高速道路会社／自衛隊施設／
電力・通信会社／港湾・漁港／主要鉄道駅／救急指定病院等

ステップⅡ『救援』：
地域の救急活動や緊急物資の支援等に係る活動拠点
→市町村総合支所／ヘリポート／物流拠点／物資備蓄拠点／

活動拠点（県内広域の災害活動に資する拠点）／道の駅

ステップⅢ『復旧』：
復旧に向けて必要な拠点
→保健所／ライフライン施設／放送局／郵便局 等

・主要自衛隊駐屯地等
・災害拠点病院
・製油所

 

図 6-2 啓開対象となる防災拠点の選定方針 
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6.1.3. 啓開ルートの選定 

6.1.3.1 啓開ルートの選定方針 

選定した防災拠点を結ぶルートを、大分県における啓開ルートとして選定した。緊急

輸送道路を基本としながら、必要に応じて施設までのアクセス道路（広域の防災拠点を

結ぶ場合、緊急輸送道路からの距離が遠い場合）を追加した。 

啓開ルートは、発災後からの時系列に応じて、『ステップⅠ（救命）』、『ステップⅡ（救

援）』、『ステップⅢ（復旧）』の 3 段階のステップに区分し、啓開作業の優先度を設定し

た。 

 

タイムライン 

ステップ 
災害対応及び 

啓開活動の目安 
ルート 

ステップⅠ 

（救命） 
１日 

最優先啓開ルート 

・広域啓開ルート：県外あるいは広域的な防災拠点

を結ぶ骨格ルート 

・地域啓開ルート：救命活動に係る公的機関、医療

施設、交通拠点を結ぶ骨格ルート 

ステップⅡ 

（救援） 
３日 

優先啓開ルート 

・地域の救急活動や緊急物資の支援等に係る活動拠

点を結ぶルート 

ステップⅢ 

（復旧） 
７日 

啓開ルート 

・復旧に向けて必要な拠点を結ぶルート 

 

ただし、道路寸断等により啓開が困難な場合はこの限りではないものとし、被災状況

に応じて適宜ルートの見直しを図るものとする。 

なお、各ステップに時間経過の目安を示しているが、津波浸水区域及び被害が甚大な

区域等についてはこの限りではないものとし、被害状況に応じた活動目標が設定される

必要がある。 



 

 28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-3 啓開ルートの選定方針（タイムライン） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇高速道路・自動車専用道路（東九州自動車道／大分自動車道／宇佐別府道路／中九

州横断道路／中津日田道路／日出バイパス／大分空港道路） 

◇直轄国道（一般国道 10 号／一般国道 57 号／一般国道 210 号） 

◇高速 IC と直轄国道を結ぶルート 

◇上記の路線から広域的な防災拠点を結ぶルート 

※広域的な防災拠点：災害対策本部（県庁舎）、広域防災拠点（大分スポーツ公園）、

自衛隊駐屯地（別府、湯布院）、災害拠点病院、大分空港、主要港湾、大分製油

所、TEC-FORCE 進出拠点（道の駅ゆふいん、おおの） 

◇被災リスクの少ないルート 

◇県の重要ルート（主要防災拠点、交通拠点、救急指定病院を結ぶ） 

◇被災リスクの少ないルート 

※主要防災拠点：地区災害対策本部（県土木事務所）、国土交通省関係庁舎、市町村

役場、警察署、消防署、高速道路会社、自衛隊施設、電力・通信会社 

※交通拠点：港湾・漁港、主要鉄道駅 

◇地域内の防災拠点を結ぶルート 

※地域内防災拠点：市町村総合支所、ヘリポート、物流拠点、物資備蓄拠点、活動拠

点（県内広域の災害活動に資する拠点）、道の駅 

◇上記以外の緊急輸送道路 

◇その他関係施設（放送局、郵便局、ライフライン施設、保健所等）を結ぶルート 

発災 

1 日 

3 日 

7 日 

ス

テ

ッ

プ

Ⅰ 

ス

テ

ッ

プ

Ⅱ 

ス

テ

ッ

プ

Ⅲ 

① 最優先啓開ルート（ステップⅠ）：『救命』 

(A) 広域啓開ルート 

県外あるいは広域的な防災拠点を結ぶ骨格ルート 

(B) 地域啓開ルート 

救命活動に係る公的機関、医療施設、交通拠点を結ぶ骨格ルート 

② 優先啓開ルート（ステップⅡ）：『救援』 

地域の救急活動や緊急物資の支援等に係る活動拠点を結ぶルート 

③ 啓開ルート（ステップⅢ）：『復旧』 

復旧に向けて必要な拠点を結ぶルート 

※時間については災害対応および啓開活動を行う際の目安とする。 

※津波浸水区域及び被害が甚大な区域等についてはこの限りではない。 
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6.1.3.2 被災リスクの把握 

発災後の道路啓開作業を実施するにあたっては、比較的被害の少ない道路に対する応

急的な措置による、最低限の幅員確保を行う。そのため、津波の浸水や大規模な盛土の

滑動崩落、斜面崩壊、落橋等の被害箇所については、該当区間の啓開作業を避け、迂回

路となるルートを確保することが先決である。 

本計画では、道路啓開ルートの被災リスクを検証するため、「大分県地震津波被害想定

調査」の結果をもとに、南海トラフの巨大地震、中央構造線断層帯による地震、周防灘

断層群主部による地震における、各ルートの被災状況を確認した。想定する被災種別と

しては、発災後早期に被害が顕在する津波浸水被害を対象とした。 

なお、被災リスクの把握は各道路管理者において、事前に把握することが重要である。 

 

津波被害箇所としては、RC 造建物が全壊となる可能性がある浸水深 10.0m 以上

と想定される区間を抽出した。３地震それぞれにより発生する津波の浸水深を重ね

合せ、最大値を算出した。 

 

図 6-4 大規模津波による被害想定区間 

【津波浸水深 10m 以上】 

全５路線 

※佐伯市内 

（南海トラフ地震） 
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（参考）大規模盛土造成地の変動予測調査ガイドライン 及び その解説（国土交通省） 

 

※被災リスクに関する留意事項 

①実際の災害時においては、被災想定以外の箇所においても被害が発生する可能性があ

ることから、発災後に実施される緊急調査結果に基づいた被災状況を踏まえ、各土木

事務所単位で実際に啓開作業を実施するルートは、柔軟に選定される必要がある。よ

って本計画では、被災リスクが高いルートについて、啓開ルートから除外するあるい

は優先度を落とすことは行わないこととした。 

②啓開ルートを、優先度の高いルートに対して代替性を持たせないように選定している

が、優先度の高いルート内のある区間で大規模な被害が発生した場合には、その代替

路として、優先度の低いルートから啓開作業を実施する必要性も想定される。現地の

被災状況に基づき、柔軟に啓開順序を決定していくこととする。 

③道路啓開作業を円滑に進めるためのルート（たとえば、被害の大きい区間に対する複

数のアクセス道路）については、啓開ルートとして設定していない。これらのルート

に関しては、現地の被災状況に応じて、適宜設定していくこととする。 
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6.2. 啓開ルートの選定結果 

上記の方針に基づいて選定した大分県の啓開路線は以下のとおりである。総延長は約

2,200kmである。（別表：啓開路線一覧表、別図：道路啓開計画マップ） 

 

表 6-1 啓開ルートの選定結果 

  

   

図 6-5 啓開ルートの選定結果 

 

 

 

路線数 延長(km) 路線数 延長(km) 路線数 延長(km) 路線数 延長(km) 路線数 延長(km)

ステップⅠ
最優先／広域

33 127.6 5 343.7 4 252.1 10 7.8 52 731.1

ステップⅠ
最優先／地域

45 228.2 0 0.0 0 0.0 14 30.5 59 258.6

ステップⅡ
優先

65 441.7 0 0.0 0 0.0 22 47.4 87 489.2

ステップⅢ
啓開

65 721.2 0 0.0 0 0.0 11 29.1 76 750.2

合計 208 1518.6 5 343.7 4 252.1 57 114.7 274 2229.1
※延長は啓開路線一覧表をもとに算出。

※県管理道には臨港道路（5路線7.8km）を含む。

合計県 国 NEXCO 市町村
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第７章 大分県における 

道路啓開の方法 
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7. 道路啓開の方法 

7.1. 道路啓開の活動方針 

7.1.1. 道路啓開活動体制 

大規模災害発生時における大分県の道路啓開体制は、本庁に設置する「大分県災害対

策本部」（以下、「災害対策本部」という。）、振興局に設置する「大分県地区災害対策本

部」（以下、「地区災害対策本部」という。）、「大分県建設業協会」（以下、「建設業協会」

という。）の組織で構成する。 

また、道路啓開においては、他の道路管理者、消防機関、自衛隊、海上保安部、電気

事業者、電気通信事業者との連絡・協力体制を構築し、適正かつ円滑な実施を図るもの

とする。 

大規模災害発生時における道路啓開に際し、災害対策本部（社会基盤対策部）におい

て各地区を俯瞰した県下全体状況の把握、及び関係機関との連絡調整を統括し、地区災

害対策本部（社会基盤対策班）は、現地状況の把握、道路啓開の現地での指揮・命令を

担当する。建設業協会等（啓開実施業者）は、現地において道路啓開作業に当たるとと

もに、被災状況等の報告を行う。 

地区災害対策本部（社会基盤対策班）は、災害対策本部と連携を図り、災害対策本部

での決定事項の伝達、現地での作業状況の災害対策本部への報告を着実に行うとともに、

建設業協会各支部と連携を図り、道路啓開作業の指揮命令を行う。 

 

 

図 7-1 道路啓開活動体制 

九州地方整備局 災害対策本部
大分河川国道事務所 災害対策支部
佐伯河川国道事務所 災害対策支部
延岡河川国道事務所 災害対策支部

西日本高速道路株式会社 災害対策本部

市町村 災害対策本部
(市町村道の道路管理者)

消防機関

自衛隊
海上保安部

電気事業者
電気通信事業者

大分県 災害対策本部
・総合調整室
・社会基盤対策部
・その他関係部
・警察機関

大分県 地区災害対策本部
・社会基盤対策班
・その他関係班
・警察機関

確認 連絡

建設業協会等

連絡・協力
体制の構築確認 連絡
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7.1.2. 道路啓開活動フロー 

道路啓開に関する活動フローを示す。これらの活動に関して、道路管理者を中心とし

た活動手順と、関係機関で留意すべき事項について整理した。 

 

 

 

 

 

図 7-2 道路啓開に関する活動フロー 

 

※時間については災害対応を行う際の目安とする 

※津波浸水区域及び被害が甚大な区域等についてはこの限りではない 

 

道路啓開方針の決定 
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大規模災害発生時における緊急車両等の早急な通行機能確保のため、以下に示す手順

に従い、災害対策本部（社会基盤対策部）、地区災害対策本部（社会基盤対策班）、建設

業協会等（啓開実施業者）、官民が連携した道路啓開作業を行うものとする。 

 

 

 

図 7-3 大分県における道路啓開手順 

 

 

初動
体制
確立

被災状況把握

啓開区間指定

啓開作業開始道路啓開指示

啓開作業終了・緊急車両通行

啓開
方針
決定

道路
啓開
実施

参集・安否確認・連絡手段の確保

被災
状況
把握

大分県 地区災害対策本部
（社会基盤対策班※2）

大分県 建設業協会
各支部

災害対策本部設置 地区災害対策本部設置

啓開終了確認注1） 啓開終了確認注1）

燃料調達

状況報告

可能な範囲

大分県 災害対策本部
（社会基盤対策部※1）

啓開支援要請

啓開進捗状況の共有注1）

啓開体制把握

被災状況把握

資機材調達

啓開体制構築

啓開作業終了

応援要請

啓開区間指定に関する協議注1）

注1） 啓開ルート上にあるすべての道路管理者も含めて連携

※1：通常時の道路保全課等に該当、※2：通常時の土木事務所に該当
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7.2. 道路啓開活動概要 

7.2.1. 初動体制の確立 

（1） 活動項目 

発災後、各機関の災害対応マニュアルや業務継続計画に従い、初動体制を確立

する。また、各機関において、地震や津波の発生状況に関する情報収集と通信連

絡手段の確保に努める。通信連絡手段の確保は、情報連絡ツール（メールやアプ

リケーション等）を活用するともに、電話回線の途絶に備え、衛星通信機器や防

災無線を配備する。 

 

初動体制の確立に向けた活動項目は以下の 4 点が想定される。 

1） 災害対策本部設置 

2） 参集・避難 

3） 地震・津波情報の収集 

4） 通信手段の確保 

 

（2） 関係機関 

大分県（災害対策本部、地区災害対策本部）、各道路管理者、警察機関、消防

機関、自衛隊、海上保安部、電気事業者、電気通信事業者、大分県建設業協会等 

  

気象庁(災害情報や警報
情報等、緊急情報の発信)

地震・津波情報の収集

災害対策本部設置、参集・避難

大分県 災害対策本部
・総合調整室
・社会基盤対策部
・その他関係部
・警察機関

大分県 地区災害対策本部
・社会基盤対策班
・その他関係班
・警察機関

九州地方整備局 災害対策本部
大分河川国道事務所 災害対策支部
佐伯河川国道事務所 災害対策支部
延岡河川国道事務所 災害対策支部

西日本高速道路株式会社 災害対策本部

市町村 災害対策本部
(市町村道の道路管理者)

確認 連絡

通信手段
の確保

建設業協会等 消防機関
自衛隊
海上保安部

電気事業者
電気通信事業者

確認 連絡

初動体制の確立

災 害 発 生
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7.2.2. 被災状況の把握 

（1） 活動項目 

各道路管理者が実施する緊急調査（道路パトロール、防災ヘリ等）に加え、防災に

関する協定に基づく協力者（建設業者、コンサルタント等）の協力により収集した被

災情報を活用し、被災状況の全体像を速やかに把握する。なお、UAV（無人航空機）や

民間が公開する通行実績情報等も活用する。 

道路啓開に向けた検討に速やかに着手できる体制を整える。 

ただし、大津波警報または津波警報発令時には、浸水想定区間外での調査を基本と

する。 

被災状況の把握に向けた活動項目は以下の 2 点が想定される。 

1） 緊急調査（パトロール、防災ヘリ等）の実施による被災状況確認 

2） 被災情報の共有 

 

（2） 関係機関 

大分県（災害対策本部、地区災害対策本部）、各道路管理者、警察機関、消防

機関、自衛隊、海上保安部、電気事業者、電気通信事業者、大分県建設業協会等 

 

 

初動体制の確立

緊急調査(パトロール、防災ヘリ等)の実施による
被災状況確認

指示 報告

被災情報
の共有

建設業協会等

消防機関
自衛隊
海上保安部

電気事業者
電気通信事業者

指示 報告

被災状況の把握

保有施設の被災状況の
把握

大分県 災害対策本部
・総合調整室
・社会基盤対策部
・その他関係部
・警察機関

大分県 地区災害対策本部
・社会基盤対策班
・その他関係班
・警察機関

九州地方整備局 災害対策本部
大分河川国道事務所 災害対策支部
佐伯河川国道事務所 災害対策支部
延岡河川国道事務所 災害対策支部

西日本高速道路株式会社 災害対策本部

市町村 災害対策本部
(市町村道の道路管理者)
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7.2.3. 道路啓開方針の決定 

（1） 活動項目 

緊急調査等により収集した大分県内の被災状況に応じて、道路啓開の実施が必

要な路線、地域を選定する。本計画で定める啓開路線を基に、道路啓開方針（啓開

対象路線とその優先順位）を設定する。道路寸断等により啓開が困難な場合はこの

限りではないものとし、被災状況に応じて適宜ルートの見直しを図るものとする。

なお、道路寸断等により孤立集落が発生し陸上からのアクセスが困難な場合は、自

衛隊等と連携し、海上や上空からのアクセスルートを確保する。 

また、停電や通信の途絶が発生した場合は、復旧に向け、各施設（変電所や基地

局等）へのアクセス確保のために電気事業者・電気通信事業者と連携する。 

道路啓開方針を踏まえ、災害対策基本法第７６条の６に基づく指定道路区間の

指定と、道路法第４６条に基づく通行規制を実施する。また警察機関においては、

緊急交通路の指定を行う。 

発災時は各道路管理者から建設業協会等（啓開実施業者）への協力要請が集中し、

情報が輻輳することで道路啓開着手に遅れが生じることが懸念される。災害対策

本部（社会基盤対策部）は建設業協会等（啓開実施業者）が円滑に道路啓開に着手

できるよう、各道路管理者及び関係機関にて情報共有や必要な調整を行う。（作業

の優先順位等） 

建設業協会等（啓開実施業者）は道路啓開作業を優先し、啓開の体制および必要

な資機材の確保に関しては、事前に検討した業者の割当に基づき実施する。また、

迅速かつ効率的な作業完了に向けて、必要に応じて業者間・道路管理者間の相互

支援を行う。 

地区災害対策本部（社会基盤対策班）は、道路啓開作業の進捗状況に応じて、そ

れを継続的に活動するために不足する資機材の状況を災害対策本部へ伝達する。

災害対策本部は、道路啓開に不足している資機材の確保・外部調達を行う。 

 

道路啓開方針の決定に向けた活動項目は以下の 4 点が想定される。 

1） 啓開路線の選定 

2） 緊急交通路の指定（警察機関）、通行規制の実施（道路管理者） 

3） 啓開に必要な体制の確保 

4） 啓開に必要な資機材の確保 

 

（2） 関係機関 

大分県（災害対策本部、地区災害対策本部）、各道路管理者、警察機関、消防

機関、自衛隊、海上保安部、電気事業者、電気通信事業者、大分県建設業協会等 
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【啓開路線の選定、緊急交通路指定のための情報共有、通行規制の実施】 

  

 

【啓開に必要な体制の確保、啓開に必要な資機材の確保】 

 

 

被災状況の把握

啓開路線の選定

啓開路線の選定
緊急交通路指定、通行規制

大 分 県
災 害 対 策 本 部
(社会基盤対策部)

国 土 交 通 省 N E X C O 西 日 本

警 察 機 関

大 分 県
地区災害対策本部
(社会基盤対策班)

市 町 村

情報共有

情報共有

啓開路線の選定

指

示

報

告

協 議

啓開路線の選定

緊急交通路の指定

通行規制

自 衛 隊
海 上 保 安 部

電 気 事 業 者
電気通信事業者

消 防 機 関

啓開に必要な体制の確保
啓開に必要な資機材の確保

道路啓開方針の
決定

大 分 県
災 害 対 策 本 部
(社会基盤対策部)

国 土 交 通 省 N E X C O 西 日 本

大 分 県
地区災害対策本部
(社会基盤対策班)

市 町 村

情報共有

道路啓開範囲、啓開体制の設定
(路線ごと)

協 議

応援要請

啓開体制確保
の報告

道路啓開範囲、啓開体制の設定
(エリア)

大 分 県
建 設 業 協 会

啓 開 実 施 業 者

啓開体制の確認

啓開路線の選定
緊急交通路指定、通行規制
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7.2.4. 道路啓開の実施 

（1） 活動項目 

災害対策本部（社会基盤対策部）での調整結果（作業の優先順位等）を踏まえ、

道路管理者から道路啓開の開始要請を行い、建設業協会等（啓開実施業者）が中

心となって道路啓開作業を開始する。道路啓開作業は、大津波警報（又は津波警

報）発令時には、浸水想定区間外の被災箇所での作業を基本とする。 

障害物の除去に関しては、道路法４２条の適用による除去（通常の道路の維持

管理）と災害対策基本法７６条の６の適用による除去（緊急通行車両の通行の妨

害となっている車両およびその他の物件の移動）の両者で対応する。 

災害対策基本法第７６条の６に基づく道路啓開に関しては、あらかじめ指定し

た指定道路区間内での実施となる。なお、がれき等の撤去や車両の移動等に関し

て、平時において道路管理者と民間事業者（建設業者等）との間で予め協定等を

締結しておくものとし、災害時においてはその協定等に基づき、民間事業者（建

設業者等）の協力を得ながら実施する。 

地区災害対策本部（社会基盤対策班）は、道路啓開作業に要する重機、車両等

の稼働状況や燃料不足等の情報を災害対策本部へ伝達する。災害対策本部は、道

路啓開作業に要する重機、車両等の稼働状況に応じて、それを継続的に稼働させ

るために必要な燃料を確保するものとする。 

   

道路啓開の実施に係る活動項目は以下の 4 点が想定される。 

1） 道路啓開の実施（がれき、放置車両、遺体、負傷者、危険物、電柱） 

2） 道路啓開のための燃料の確保 

3） 他県からの応援人員受入 

4） がれきの一時保管 

 

（2） 関係機関 

大分県（災害対策本部、地区災害対策本部）、各道路管理者、警察機関、消防

機関、自衛隊、電気事業者、電気通信事業者、大分県建設業協会等 
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がれきの一時保管
場所の確保

大 分 県
災害 対策本 部
(被災者救援部)

九州地方整備局 災害対策本部
大分河川国道事務所 災害対策支部
佐伯河川国道事務所 災害対策支部
延岡河川国道事務所 災害対策支部

西日本高速道路株式会社 災害対策本部状況
確認

状況
報告

道路啓開の実施

市 町 村
災害 対策本 部

大 分 県
災 害 対 策 本 部
(社会基盤対策部)

大 分 県
地区災害対策本部
(社会基盤対策班)

指示 報告

道路啓開方針の
決定

指示 報告

大 分 県
建 設 業 協 会

啓 開 実 施 業 者

連
携 市

町

村

連携・調整

適宜、協力を依頼

消防機関
負傷者の取扱
危険物の取扱

警察機関
死傷者の取扱
危険物の取扱
私有物の取扱

自衛隊
死傷者の取扱
危険物の取扱
私有物の取扱

電気事業者
電気通信事業者

道路占有物件の取扱

仮 置 き 場

確保

がれきの
一時保管

道路啓開作業の実施

適宜、
協力を
依頼

他県から
応援人員受入

他 県 等

大分県石油
商業組合

燃料の
優先的な提供

道路啓開作業の実施
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7.2.5. 道路啓開状況の把握 

（1） 活動項目 

各道路管理者において実施する道路啓開状況を整理し、その実施状況を共有す

る。状況に応じて、啓開方針の見直しを行う。 

 

道路啓開状況の把握に向けた活動項目は以下の 2 点が想定される。 

1） 啓開状況の共有 

2） 対応状況のとりまとめ、広報 

 

（2） 関係機関 

大分県（災害対策本部、地区災害対策本部）、各道路管理者、警察機関、消防

機関、自衛隊、海上保安部、電気事業者、電気通信事業者、大分県建設業協会等 

 

  

 

道路啓開の実施

道路啓開の継続実施

大分県 災害対策本部
・総合調整室
・社会基盤対策部
・その他関係部
・警察機関

大分県 地区災害対策本部
・社会基盤対策班
・その他関係班
・警察機関

九州地方整備局 災害対策本部
大分河川国道事務所 災害対策支部
佐伯河川国道事務所 災害対策支部
延岡河川国道事務所 災害対策支部

西日本高速道路株式会社 災害対策本部

市町村 災害対策本部
(市町村道の道路管理者)

状況
確認

報告

啓開状況
の共有

大 分 県
建 設 業 協 会

消防機関
自衛隊
海上保安部

電気事業者
電気通信事業者

状況
確認

報告

道路啓開状況の
把握

保有施設の啓開状況の
把握、報告

対応状況のとりま
とめ、広報

啓開 実施業 者
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7.2.6. 応急復旧活動等 

（1） 活動項目 

道路啓開の完了した地域において、応急復旧活動に着手し、各施設の機能確保

に着手する。 

 

応急復旧活動等に向けた活動項目は以下の 3 点が想定される。 

1） 道路施設の応急復旧 

2） 河川、港湾、ライフライン等の応急復旧（道路啓開・道路応急復旧に関わるも

の） 

3） 道路啓開路線における浸水区域の排水活動 

 

（2） 関係機関 

大分県（災害対策本部、地区災害対策本部）、各施設管理者（道路、河川等）、

電気事業者、電気通信事業者、石油商業組合、大分県建設業協会、復旧活動に従

事する建設業者 

 

  

 

 

 

大 分 県
災 害 対 策 本 部
(その他の関係部)

九州地方整備局 災害対策本部
大分河川国道事務所 災害対策支部
佐伯河川国道事務所 災害対策支部
延岡河川国道事務所 災害対策支部

西日本高速道路株式会社 災害対策本部

応急復旧活動等

大 分 県
災 害 対 策 本 部
(社会基盤対策部)

大 分 県
地区災害対策本部
(社会基盤対策班)

指示 報告

道路啓開の実施

指示 報告

大 分 県
建 設 業 協 会

建 設 業 者

管理施設の応急復旧活動

他県から
応援人員受入

他 県 等

大分県石油
商業組合

燃料の
優先的な提供

管理施設の
応急復旧活動

市町村 災害対策本部

管理施設の応急復旧活動

電気事業者
電気通信事業者

管理施設の応急復旧活動
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7.3. 孤立集落への対応 

令和6年能登半島地震では、半島部の地形的要因により孤立集落が多数発生した。

半島部の地形的要因による課題として以下が挙げられている。 

・陸路は一方向からのアクセス     ・限定的な道路ネットワーク 

・土砂災害による道路閉塞 等 
資料：能登半島地震で発生した問題・課題に対する広域地方計画との対応について 

（令和 6 年 11 月、北陸圏広域地方計画推進室） 

 

「大規模災害に伴う孤立集落等対策指針」では、災害対策本部が自衛隊等と連携

の上、陸上からのアクセスに限らず、海上や上空からのアクセスルートの確保によ

り孤立集落の早期解消に努めることとなっており、陸上からのアクセス（道路啓開）

以外に孤立解消の手段がない場合は、災害対策本部（社会基盤対策部）が啓開ルー

トを選定し、3 日以内を目標として道路啓開を実施する。 

 

令和6年能登半島地震を契機に孤立集落対策の重要性が再認識され、本県では「大

分県中山間地等の孤立集落発生の可能性とその状況に関する調査（令和 6 年 11 月）」

を実施している。調査の結果、大分県内で孤立可能性がある集落数は計 1,202 とな

っている。 

表 7-1 市町村別の孤立可能性集落数（令和 6 年 5 月 31 日時点） 

 

資料：大分県中山間地等の孤立集落発生の可能性とその状況に関する調査（令和 6 年 11 月） 
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大規模地震時には、沿岸部や山間部を中心に孤立集落の発生が懸念されるため、

市町村道を含めたアクセスルートの確保が重要となる。 

災害対策本部を中心に速やかな情報収集、状況把握を行い、自衛隊等の各関係機

関と連携した救助活動により、孤立集落の早期解消に努める。 

また、道路寸断により陸路の確保が困難な場合も考えられることから、自衛隊等

と連携し、陸上からのアクセスに限らず、海上や上空からのアクセスルートの確保

を図る。 

なお、活用すべき市町村道や上陸地点の候補は、災害対策本部と関係機関との間

で協議し、地域の実情等を踏まえながら検討の上、情報共有するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「大分県中山間地等の孤立集落発生の可能性とその状況に関する調査（令和 6 年 11 月）」及び「大分県

地震津波被害想定調査報告書（平成 31 年公表版）」の震度分布及び津波浸水想定（３パターンの地震重ね

合わせ）に基づき作成 

図 7-4 陸上及び海上・上空からのアクセスルートの把握イメージ

孤立可能性集落

啓開ルート

ステップⅠ

ステップⅠ（高速道路・
自動車専用道路）

ステップⅡ

ステップⅢ

浸水深1.0ｍ以上

震度６弱以上

二又漁港

小浦
ふれあい公園

市道

陸上のアクセスルート

海上からのアクセスポイント

上空からのアクセスポイント

松浦漁港
丹賀漁港

浜辺
(下梶寄)

米水津小学校
グラウンド

米水津中学校
グラウンド

鶴見
スポーツ公園

鶴見農村
多目的広場

大島漁港

有明漁港

中越漁港

小浦漁港

大島中学校
グラウンド

陸上のアクセスルート  

・孤立可能性集落にアクセスす

るための主要な路線（市町村

道を含む） 等  

 

海上からのアクセスポイント  

・輸送艦が接岸可能な港、エア

クッション艇（LCAC）が上

陸できる浜辺 等  

 

上空からのアクセスポイント  

・ヘリポート、グラウンド 等  

※図示しているアクセスポイントは決定事項ではない 



 

 46 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８章 道路啓開の作業計画 
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8. 道路啓開の作業計画 

8.1. 被害別の啓開工法、必要な人員・資機材・作業量の考え方 

8.1.1. 被害別の啓開、応急復旧工法について 

地震発生直後においては、地震動による道路構造物の破損や法面崩壊等の土砂災害、

津波浸水による被害等、多様な被災状況が想定される。発災時に迅速に応急復旧するた

めには、事前にその対策手法について確認しておくことが望ましい。 

被害状況に応じた啓開工法、応急復旧に係る一般的な工法を、既往の地震災害対応の

事例や道路震災対策便覧（震災復旧編）などの文献より整理すると、下表の通りとなる。 

表 8-1 被害別の啓開、応急復旧工法（案） 

災害 被災条件 啓開工法・応急復旧工法 概要（案） 
１．津波 ①がれきの堆積 

 （平面道路） 
浸水区域にがれきが
堆積 

道路内の障害物を重機により除去。 

②浸水 地盤高が低い箇所の
長期浸水 

排水ポンプ車による排水作業。 

③盛土の流出 浸水区域の盛土が
崩壊 

盛土や舗装により対応。必要に応じて土
留め対策を実施。 

※被害が大きい場合は、迂回路や仮設
道路による対応となる 

④橋梁の流失 浸水区域において流
失 

大型土のう、コルゲートパイプ、覆工板を
用いて河川断面を確保。応急組立仮橋
を設置する方法もある。 

２．地震 ①路面崩壊 
（亀裂、陥没） 

路面の崩壊 土砂、土のう、覆工板により補修。 

②盛土の崩壊 盛土の崩壊 盛土や舗装により対応。必要に応じて土
留め対策を実施。 
※被害が大きい場合は、迂回路や仮設
道路による対応となる。 

③落橋 揺れによる落橋 応急組立仮橋の設置。 
大型土のう、コルゲートパイプ、覆工板を
用いて河川断面を確保。 

④橋梁部の段差 ジョイント部の段差 盛土、舗装等により段差を解消。 
⑤建物倒壊 地震動により沿線の

建物が倒壊 
道路内の障害物を重機により除去。 

⑥液状化 地盤の液状化により
路面が崩壊 

土砂、土のう、覆工板により補修。 

⑦道路付属物、
電柱の倒壊 

揺れや液状化によ
り、道路付属物や電
柱が倒壊 

道路内の障害物を重機により除去。 
※電柱の場合は電気事業者、電気通信
事業者と連携。 

３．土砂 ①法面崩壊 法面崩壊による土砂
流出 

道路内の障害物を重機により除去。さら
に、仮設防護柵により法面を復旧。 

 

これらの啓開工法・応急復旧工法 概要（案）に関して、必要となる資材や過去の対応

事例について、個別に整理した結果を以降に示す。 
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8.1.2. 津波浸水等からの被災に対応する工法 

（1） がれきの堆積 

 

手法 被災ルートにおける道路啓開手法は、緊急車両等の通行のため、2 車線

確保を基本とするが、やむを得ない場合は１車線を確保し、適当な場所

に離合箇所を設けるように障害物を除去する。 

【手法A】：道路沿道への押し退け 

【手法B】：閉塞箇所の近接空間への押し退け 

【手法C】：がれき置場への撤去 

必要資機材 ・大型トラック・バックホウ等 

 軽微な道路損傷も想定されるため下記も用意することが望ましい 

・土のう・覆工板・木材 等 

過去の 

対応事例 

 

 

 

出典：国土交通省東北地方整備局 震災伝承館 

留意点 放置車両に関しては災害対策基本法第 76 条の 6 に基づく、「災害対策基

本法に基づく車両移動に関する運用の手引き」にて実施する。 

重機で人を傷つけることのないよう慎重に撤去を行い、がれき内に人が

確認された場合は、啓開作業を中断し、人命救助活動を優先する。 
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（2） 浸水 

 

手法 津波浸水想定区域で、地盤高が低い箇所については長期の浸水が発生し、

通行不能になることが想定される。排水ポンプ車による排水により緊急

車両の通行幅を確保する。 

必要資機材 ・排水ポンプ車 

過去の 

対応事例 

 

 

 

出典：東日本大震災後現場での緊急対応について 

留意点 排水計画については、大分河川国道事務所及び佐伯国道事務所で計画さ

れている。 

道路啓開作業時には連携を行う必要がある。 
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（3） 盛土の流出 

 

手法 盛土に関する応急復旧に関しては、応急調査結果に基づき被災度を判定

し、復旧工法を選定する。 

必要資機材 ・H型鋼・土留矢板板・コルゲートパイプ・ビニールシート 

・土砂・土のう 等 

過去の 

対応事例 

 

 

 

 

 

 

出典：道路の「復旧」が早くできた理由について 

留意点 被災の様相により対策が大きくことなることが想定される。 

被害度判定により、具体の工法が異なる。 
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（4） 橋梁の流失 

 

手法 損傷した橋梁の現位置または近傍上流の迂回路に、土のう、コルゲート

パイプ、H型鋼等による工法から選定し、仮復旧を行う。 

必要資機材 ・土のう・覆工版・砕石  等 

・応急組立仮橋（外部からの支援を想定） 

過去の 

対応事例 

 

 

 

 

出典：平成 19 年（2007年）新潟県中越沖地震～被害・復旧状況と支援状況 

留意点 落橋等、重大な損害が発生した場合は、過去の震災対応事例において仮

復旧に６日以上要しているため、応急復旧で対応する被害とし、道路啓

開路線からは除外する必要がある。 
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8.1.3. 地震動からの被災に対応する工法 

（1） 路面崩壊（亀裂・陥没） 

 

手法 土砂、土のう、覆工版等により道路段差を解消し、緊急車両等の通行可

能幅を確保する。 

必要資機材 ・土のう・覆工版・砕石  等 

過去の 

対応事例 

 

 

 

 

 

資料：平成 19 年（2007 年）新潟県中越沖地震～被害・復旧状況と支援状況 

留意点 簡易な亀裂・陥没に対しては、土のうと覆工版による仮復旧が望ましい。 
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（2） 盛土の崩壊 

 

手法 盛土に関する応急復旧に関しては、応急調査結果に基づき被災度を判定

し、復旧工法を選定する。 

必要資機材 ・H型鋼・土留矢板板・コルゲートパイプ・ビニールシート 

・土砂・土のう 等 

被災度を判定に基づき精査が必要 

過去の 

対応事例 

 

 

 

 

 

 

資料：新潟県中越大震災の記録 

留意点 被災の様相により対策が大きくことなることが想定される。 

被害度判定により、具体の工法が異なる。 
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（3） 落橋 

 

手法 損傷した橋梁の現位置または近傍上流の迂回路に、土のう、コルゲート

パイプ、H型鋼等を用いた工法から選定し、仮復旧を行う。 

必要資機材 ・H型鋼・土のう・覆工版・砕石  等 

・応急組立仮橋（外部からの支援を想定） 

過去の 

被災状況 

 

 

 

資料：土木研究所 過去の大規模地震における落橋事例とその分析 

留意点 落橋等、重大な損害が発生した場合は、過去の震災対応事例において仮

復旧に６日以上要しているため、応急復旧で対応する被害とし、道路啓

開路線からは除外する必要がある。 

備考  
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（4） 橋梁部の段差 

 

手法 ジョイント部の段差等により緊急車両の通行が不能な場合は、土のう等

を用いて段差の修正を行う必要がある。 

必要資機材 ・土のう・覆工版・砕石  等 

 

過去の 

対応事例 

 
 
 
 

 

資料：平成 19 年（2007 年）新潟県中越沖地震～被害・復旧状況と支援状況 

留意点 過去の対応事例では、修復作業は10時間程度で対応。 

備考  
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（5） 建物倒壊 

 

手法 道路上に倒壊した建物をバックホウ等の重機で除去を行う。 

必要資機材 ・バックホウ・大型トラック等 

過去の 

被災状況 

 

 

 

 

資料：平成 19 年（2007 年）新潟県中越沖地震～被害・復旧状況と支援状況 

留意点 倒壊してがれき状態になっているものについては、所有者等に連絡し、

又はその承諾を得ることなく撤去して差し支えない。本来の敷地から流

出した建物についても、同様とする。 

敷地内にある建物については、一定の原形をとどめている場合には、所

有者等の意向を確認するのが基本であるが、所有者等に連絡が取れない
場合や、倒壊等の危険がある場合には、土地家屋調査士等の専門家に判

断を求め、建物の価値がないと認められたものについては、解体・撤去

して差し支えない。その場合には、現状を写真等で記録しておくことが

望ましい。）（東北地方太平洋沖地震における損壊家屋等の撤去等に関す

る指針（環境省）） 

備考  
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（6） 液状化 

 

手法 バックホウによる土砂の除去等を行う。 

必要資機材 ・バックホウ・大型トラック等 

・土のう、砕石等 

過去の 

対応事例 

 

 

 

 

資料：３・11 から 1 年、浦安、液状化被害との戦い 

留意点 地盤の沈下や、地中内のタンク・マンホールや配管の浮き上がりに対応

する必要がある。 

備考  
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（7） 道路付属物、電柱の倒壊 

 

手法 道路上に倒壊した道路付属物や電柱をバックホウ等の重機で除去を行

う。 

必要資機材 ・大型トラック・バックホウ等 

過去の 

被災状況 

 

資料：神戸大学 震災被災記録写真 : 灘区六甲道周辺を中心に 

 

資料：新潟県中越沖地震の記録 

留意点 電柱が倒壊し、路線の閉塞が確認される場合は、基本的には、電気事業

者、電気通信事業者が、ケーブルの撤去および電柱の移動を行う。 

ただし迅速な道路啓開を実施する上でやむを得ない場合は、道路管理者

及び啓開実施業者自らケーブル及び電柱の仮移動を行う必要があるが、

その場合は電気事業者、電気通信事業者に対して通電有無の確認を依頼

し、作業の安全を確認するものとする。 
復旧作業には、基地局までの経路に車両の駐車スペースが必要となるた

め、道の駅や公園等を活用することが想定される。 

備考  
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8.1.4. 土砂災害に対応する工法 

（1） 法面崩壊 

 

手法 斜面に関する応急復旧に関しては、応急調査結果に基づき被災度を判定

し、復旧工法を選定する。 

必要資機材 ・土のう・覆工版・砕石  等 

・応急組立仮橋（外部からの支援を想定） 

過去の 

対応事例 

 

 

 

資料：鳥取県西部地震に伴う公共土木施設の地震災害復旧事例集 

留意点 被災の様相により対策が大きくことなることが想定される。 

備考  
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8.1.5. 必要資機材・要員の整理 

道路啓開の作業速度や作業量、必要資機材についての事例を整理し、道路啓開の実

施体制等を検討するための参考材料とする。 

 

（1） 道路啓開の作業速度 

東日本大震災における道路啓開の対応記録や他地域の検討事例から、道路啓開に関

する作業速度を整理した。 

 

表 8-2 道路啓開の作業速度（事例から整理） 

作業量 出典 備考 

約 200m/日 東日本大震災 現地レポート

(東日本建設業保証（株）) 

啓開延長約3kmを約15日で

実施した実績より算出 

約 200m/日 岩手県建設業協会 記録誌 啓開延長約400mを約2日で

実施した実績より算出 

約 375m/日 岩手県建設業協会 記録誌 啓開延長約 1.5km を約 4日

で実施した実績より算出 

約 333m/日 迅速な応急対策、早期復旧に

向けた物流ネットワークの構

築に関する検討とりまとめ

（一次報告案） 

国土交通省土木工事標準積

算基準書（共通編）より算

出 
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（2） 道路啓開の作業量 

「首都直下地震道路啓開計画（第 4 版）」において、がれき撤去の作業、路上車両の

撤去、橋梁段差の解消作業についての作業量について、以下の想定がなされている。 

 

 

資料：首都直下地震道路啓開計画（第 4版） 

 

 

資料：首都直下地震道路啓開計画（第 4版） 

 

 

資料：首都直下地震道路啓開計画（第 4版） 

 

 

 



 

 62 

（3） 道路啓開の必要要員数および資機材 

道路啓開を実施するにあたって必要となる要員は東日本大震災等の事例から以下の

様に想定される。これらの要員については、道路管理者や啓開実施業者が協働してパ

ーティーを組むこととなる。 

 

・現場監督員 ・機材オペレーター ・連絡調整要員 

 

資機材については、「九州道路啓開計画（第 2 版）」に提示されている啓開に関する

班編成及び資機材の想定や「首都直下地震道路啓開計画（第 4 版）」より以下のように

想定される。 

 

・バックホウ ・トラクターショベル ・ダンプトラック 

・人員輸送車両 ・敷鉄板 ・土のう 

 

     

資料：九州道路啓開計画（第 2版） 

 

              

資料：首都直下地震道路啓開計画（第 4版） 
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8.2. 訓練の実施 

本計画の実効性を高めるため、平時から南海トラフ地震等の発生を想定した訓練（情報

伝達訓練や実働訓練等）を関係機関の連携・協力のもとに定期的に実施し、関係機関との

横断的連携強化を図ることで、現場対応力の向上に努める。また、訓練の実施を通じて得

られた知見や課題等を踏まえ、本計画及び訓練の内容・方法について必要な見直しを行う。 

 

 

   

重機による障害物の除去        レッカー車による車両移動 

 

写真：平成 30年度大分県・豊肥地区総合防災訓練 

図 8-3 大分県における実働訓練 

 

 


